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要 旨 
 

 本稿では、日本企業2,217社のマイクロ・データを用いて、TPP締結をめぐり企業が表明する態度
の決定要因を明らかにした。2011年2月時点で表明された回答パターンを産業レベルでみると、特
殊要素モデルの予想と概ね整合的であった。企業レベルでは、資本集約度の高い企業、既に輸出、
輸入、または海外に生産拠点を持っている企業はビジネス上の観点からTPP締結を歓迎する傾向に
あること、製造業のみならず特定のサービス産業、特定の地域においても個別通商協定について固
有のバイアスを持っていることを明らかにした。最後に、TPP参加をめぐる地方政府主導のネガテ
ィブ・キャンペーンが、県内企業の態度決定にシステマティックな影響を与えた可能性を示した。 
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